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第 6１回定時株主総会 質疑応答概要 

                      

・第 61期受注高実績は前期比７％増である一方、第 62期計画は前期比 7％減であり、 

その理由は国内における従業員の負荷軽減とのことである。 

日本の人口は減る一方なので、人口減とともに会社の業績も落ち込んでいくのでは 

ないかと心配している。将来の少子化に向けた企業戦略について伺いたい。（ご質問）  

 

第 62期(2024年)の計画(減収減益)の背景として、従業員の負荷軽減を図り、会社として

働き方改革に投資をしていきたいと考えている。 

人員の確保は、当社のみならず建設コンサルタント業界にとっても重要な課題であると

認識している。 

当社の対応としては、インターンシップ制度の活用による新入社員の確保、シニア人材の

活用、併せて、簡単ではないが DX による生産性向上に取り組んでいきたいと考えている。 

 

 

・不適切な原価管理事案に関しては、65名の原価付替への関与を確認したことについて、

大変驚いている。業績への影響は軽微であったことは安心しているが、会社の倫理的 

側面では、深刻であるととらえていただきたい。 

 今後このようなことのないよう、経営を進めていただきたい。（ご意見） 

 

 65名の関与については、当社も重く受け止めており、倫理の面についても同様である。 

 コンプライアンス強化、リスク管理の強化に引き続き対応し、経営をしていく。 

 

 

以上 


